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(57)【要約】
【課題】多室空調ユニットと個別空調ユニットとが、最
も空調効率が良い運転を行う空気調和システムを提供す
る。
【解決手段】空気調和システムは、送風ダクトを介して
複数の空調対象室に接続され、複数の空調対象室の室温
を調整する多室空調ユニットと、複数の空調対象室のう
ちの特定空調室に設けられ、特定空調室の室温を調整す
る個別空調ユニットと、それぞれの空調対象室の室温を
検出する複数の温度センサと、多室空調ユニット及び個
別空調ユニットの動作を制御するものであって、温度セ
ンサによって検出された複数の空調対象室の室温のばら
つきに基づいて、多室空調ユニットの制御対象から特定
空調室を除外する制御装置と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送風ダクトを介して複数の空調対象室に接続され、複数の前記空調対象室の室温を調整
する多室空調ユニットと、
　複数の前記空調対象室のうちの特定空調室に設けられ、前記特定空調室の室温を調整す
る個別空調ユニットと、
　それぞれの前記空調対象室の室温を検出する複数の温度センサと、
　前記多室空調ユニット及び前記個別空調ユニットの動作を制御するものであって、前記
温度センサによって検出された複数の前記空調対象室の室温のばらつきに基づいて、前記
多室空調ユニットの制御対象から前記特定空調室を除外する制御装置と、
　を備える空気調和システム。
【請求項２】
　前記制御装置は、
　前記個別空調ユニットが停止した状態で、前記温度センサによって検出された前記特定
空調室の室温と、前記温度センサによって検出されたそのほかの前記空調対象室の室温と
の温度差が温度差閾値を超えたかを判定する判定手段と、
　前記判定手段によって温度差が温度差閾値を超えたと判定された場合、前記個別空調ユ
ニットの動作を開始させると共に、そのほかの前記空調対象室の室温に基づいて前記多室
空調ユニットを動作させる動作制御手段と、を有する
　請求項１記載の空気調和システム。
【請求項３】
　前記特定空調室における前記多室空調ユニットから供給された空気が吹き出される給気
グリルに設けられ、前記給気グリルを通過する空気の量を調整するシャッタを更に備え、
　前記制御装置は、
　前記判定手段によって温度差が温度差閾値を超えたと判定された場合、前記シャッタを
閉じる開閉手段を更に有する
　請求項２記載の空気調和システム。
【請求項４】
　前記特定空調室は、複数の前記空調対象室のうち最も空調空間が大きい
　請求項１～３のいずれか１項に記載の空気調和システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の空調対象室の室温を調整する多室空調ユニットと、特定の特定空調室
の室温を調整する個別空調ユニットとを備える空気調和システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、複数の空調対象室の室温を調整する全館空調ユニットを備える空気調和システム
が知られている。近年、住宅の高断熱化及び高気密化が進んでおり、空調に使用されるエ
ネルギーが減少する傾向にある。このため、より快適な居住環境及び健康な居住生活を求
めて、２４時間連続で住宅内全体の空気を調整する全館空調ユニットが採用されるケース
が増えている。全館空調ユニットの多くにおいて、１台の室内ユニットによって温度調整
された空調空気を、空気搬送用のダクトを介して、間仕切りされた各居室に分配する方式
が採用されている。空気搬送用のダクトは、例えば新築時に敷設される。全館空調ユニッ
トの最大空調能力は、例えば新築時に決定され、各居室に送られる空気の量の上限が決定
される。
【０００３】
　ここで、居住者の生活パターンによって、特定の居室において空調能力が不足する場合
がある。この場合、特定の居室に別途、個別空調ユニットが追加して設置されるケースが
ある。しかし、この場合、各居室を全て同じ室温に調整することができない。そこで、全
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館空調装置を制御する全館空調用制御装置によって、個別空調装置の運転、停止及び設定
温度の変更等を指示する全館空調システムが提案されている（例えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－６４５３７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に開示された全館空調システムは、全館空調装置が所定のレベルにまで室温
の制御を行っている状態で、空調負荷が全館空調装置の最大能力を超える状況となっても
、個別空調装置は、全館空調装置の最大能力を超えた分だけの空調負荷を処理するのみで
ある。この場合、全館空調装置は、最大能力で運転し続ける。概して、全館空調装置は、
吹出し側の送風経路及び吸込み側の送風経路のいずれもが長いため、ダクトの通風抵抗も
高い。このため、多くの送風動力を要し、ＣＯＰが低い。これに対し、個別空調装置は、
設置された居室の空気を吸い込んで、設置された居室自体に空気を吹き出すため、通風抵
抗が小さい。このため、ＣＯＰが高い。従って、住宅全体として、ＣＯＰが高い個別空調
装置が、より多くの空調負荷を処理することが望まれている。しかし、特許文献１に開示
された全館空調システムは、ＣＯＰが低い個別空調装置が動作しても、ＣＯＰが高い全館
空調装置が最大能力で運転し続けるため、全体の空調効率が悪い。
【０００６】
　本発明は、上記のような課題を解決するためになされたもので、多室空調ユニットと個
別空調ユニットとが、最も空調効率が良い運転を行う空気調和システムを提供するもので
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る空気調和システムは、送風ダクトを介して複数の空調対象室に接続され、
複数の空調対象室の室温を調整する多室空調ユニットと、複数の空調対象室のうちの特定
空調室に設けられ、特定空調室の室温を調整する個別空調ユニットと、それぞれの空調対
象室の室温を検出する複数の温度センサと、多室空調ユニット及び個別空調ユニットの動
作を制御するものであって、温度センサによって検出された複数の空調対象室の室温のば
らつきに基づいて、多室空調ユニットの制御対象から特定空調室を除外する制御装置と、
を備える。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、複数の空調対象室の室温のばらつきに基づいて、多室空調ユニットの
制御対象から特定空調室を除外する。従って、ＣＯＰが低い多室空調ユニットの能力を抑
えつつ、ＣＯＰが高い個別空調ユニットの能力を最大限活かすことができる。よって、多
室空調ユニットと個別空調ユニットとが、最も空調効率が良い運転を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１を示す模式図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る多室空調ユニット２を示す回路図である。
【図３】本発明の実施の形態１に係る個別空調ユニット３を示す回路図である。
【図４】本発明の実施の形態１に係る制御装置１０を示すハードウエア構成図である。
【図５】本発明の実施の形態１に係る制御装置１０を示す機能ブロック図である。
【図６】本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作を示すフローチャートで
ある。
【図７】本発明の実施の形態２に係る空気調和システム１００を示す模式図である。
【図８】本発明の実施の形態２に係る制御装置１１０を示す機能ブロック図である。
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【図９】本発明の実施の形態２に係る空気調和システム１００の動作を示すフローチャー
トである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
実施の形態１．
　以下、本発明に係る空気調和システムの実施の形態について、図面を参照しながら説明
する。図１は、本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１を示す模式図である。図
１に示すように、空気調和システム１は、住宅４の空気を調整するものであり、多室空調
ユニット２と、個別空調ユニット３と、複数の温度センサ９ａ、９ｂ、９ｃと、制御装置
１０とを備えている。住宅４は、空調の対象となる空調対象室群からなり、例えば南側に
向くＬＤＫである空調対象室５ａと、ＬＤＫに隣接する和室である空調対象室５ｂと、和
室に隣接する寝室である空調対象室５ｃとを有する。
【００１１】
　各空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃには、空気が供給される給気グリル７ａ、７ｂ、７ｃと
、空気が排気される還気グリル８ａ、８ｂ、８ｃとが設けられている。多室空調ユニット
２と各空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃとは、送風ダクト６によって接続されている。送風ダ
クト６は、給気ダクト６ａと還気ダクト６ｂとを有する。給気ダクト６ａは、多室空調ユ
ニット２から給気グリル７ａ、７ｂ、７ｃを通って各空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃに送ら
れる空気が通過する。還気ダクト６ｂは、各空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃから還気グリル
８ａ、８ｂ、８ｃを通って多室空調ユニット２に戻る空気が通過する。
【００１２】
　（多室空調ユニット２）
　図２は、本発明の実施の形態１に係る多室空調ユニット２を示す回路図である。図２に
示すように、多室空調ユニット２は、複数の空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの室温を調整す
るものであり、多室用熱源装置２ａと、多室用利用装置２ｂとを有している。多室用熱源
装置２ａは、多室用圧縮機２０と、多室用流路切替装置２１と、多室用熱源熱交換器２２
と、多室用熱源送風機２２ａと、多室用膨張部２３と、多室用カスケード熱交換器２４と
、多室用ポンプ２５とを有している。多室用利用装置２ｂは、多室用利用熱交換器２６と
、多室用利用送風機２６ａとを有している。
【００１３】
　ここで、多室用圧縮機２０、多室用流路切替装置２１、多室用熱源熱交換器２２、多室
用膨張部２３及び多室用カスケード熱交換器２４が配管で接続されて、冷媒が流れる多室
用冷媒回路２７が構成されている。また、多室用ポンプ２５、多室用カスケード熱交換器
２４及び多室用利用熱交換器２６が配管で接続されて、熱媒体が流れる多室用熱媒体回路
２８が構成されている。熱媒体は、例えば水又はブライン等である。
【００１４】
　多室用圧縮機２０は、低温且つ低圧の状態の冷媒を吸入し、吸入した冷媒を圧縮して高
温且つ高圧の状態の冷媒にして吐出するものである。多室用流路切替装置２１は、冷媒回
路において冷媒が流れる方向を切り替えるものであり、例えば四方弁である。多室用熱源
熱交換器２２は、例えば室外空気と冷媒との間で熱交換するものである。多室用熱源熱交
換器２２は、冷房運転時には凝縮器として作用し、暖房運転時には蒸発器として作用する
。多室用熱源送風機２２ａは、多室用熱源熱交換器２２の近傍に設けられ、多室用熱源熱
交換器２２に室外空気を送る。
【００１５】
　多室用膨張部２３は、冷媒を減圧して膨張する減圧弁又は膨張弁であり、例えば開度が
調整される電子式膨張弁からなる。多室用カスケード熱交換器２４は、冷媒回路に流れる
冷媒と、熱媒体回路に流れる熱媒体とを熱交換するものである。多室用ポンプ２５は、熱
媒体を搬送する。多室用利用熱交換器２６は、還気ダクト６ｂから流れる室内空気と冷媒
との間で熱交換するものである。多室用利用熱交換器２６は、冷房運転時には蒸発器とし
て作用し、暖房運転時には凝縮器として作用する。多室用利用送風機２６ａは、多室用利
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用熱交換器２６の近傍に設けられ、多室用利用熱交換器２６に還気ダクト６ｂから流れる
室内空気を送る。
【００１６】
　（冷房運転）
　次に、多室空調ユニット２の運転モードについて説明する。多室空調ユニット２は、運
転モードとして、冷房運転及び暖房運転を有している。先ず、冷房運転について説明する
。冷房運転において、多室用圧縮機２０に吸入された冷媒は、多室用圧縮機２０によって
圧縮されて高温且つ高圧のガス状態で吐出する。多室用圧縮機２０から吐出された高温且
つ高圧のガス状態の冷媒は、多室用流路切替装置２１を通過して、凝縮器として作用する
多室用熱源熱交換器２２に流入する。冷媒は、多室用熱源熱交換器２２において、多室用
熱源送風機２２ａによって送られる室外空気と熱交換されて凝縮して液化する。凝縮され
た液状態の冷媒は、多室用膨張部２３に流入し、多室用膨張部２３において膨張及び減圧
されて低温且つ低圧の気液二相状態の冷媒となる。そして、気液二相状態の冷媒は、蒸発
器として作用する多室用カスケード熱交換器２４に流入し、多室用カスケード熱交換器２
４において、熱媒体と熱交換されて蒸発してガス化する。蒸発した低温且つ低圧のガス状
態の冷媒は、多室用流路切替装置２１を通過して、多室用圧縮機２０に吸入される。
【００１７】
　また、多室用ポンプ２５に搬送された熱媒体は、多室用カスケード熱交換器２４に流入
し、多室用カスケード熱交換器２４において、冷媒と熱交換されて冷却される。冷却され
た熱媒体は、多室用利用熱交換器２６に流入し、多室用利用熱交換器２６において、多室
用利用送風機２６ａによって送られる還気ダクト６ｂ内の空気と熱交換されて加熱される
。このとき、還気ダクト６ｂ内の空気が冷やされて、給気ダクト６ａ内に流出する。加熱
された熱媒体は、多室用ポンプ２５に吸入される。
【００１８】
　（暖房運転）
　次に、暖房運転について説明する。暖房運転において、多室用圧縮機２０に吸入された
冷媒は、多室用圧縮機２０によって圧縮されて高温且つ高圧のガス状態で吐出する。多室
用圧縮機２０から吐出された高温且つ高圧のガス状態の冷媒は、多室用流路切替装置２１
を通過して、凝縮器として作用する多室用カスケード熱交換器２４に流入し、多室用カス
ケード熱交換器２４において、熱媒体と熱交換されて凝縮して液化する。凝縮された液状
態の冷媒は、多室用膨張部２３に流入し、多室用膨張部２３において膨張及び減圧されて
低温且つ低圧の気液二相状態の冷媒となる。そして、気液二相状態の冷媒は、蒸発器とし
て作用する多室用熱源熱交換器２２に流入し、多室用熱源熱交換器２２において、多室用
熱源送風機２２ａによって送られる室外空気と熱交換されて蒸発してガス化する。蒸発し
た低温且つ低圧のガス状態の冷媒は、多室用流路切替装置２１を通過して、多室用圧縮機
２０に吸入される。
【００１９】
　また、多室用ポンプ２５に搬送された熱媒体は、多室用カスケード熱交換器２４に流入
し、多室用カスケード熱交換器２４において、冷媒と熱交換されて加熱される。加熱され
た熱媒体は、多室用利用熱交換器２６に流入し、多室用利用熱交換器２６において、多室
用利用送風機２６ａによって送られる還気ダクト６ｂ内の空気と熱交換されて冷却される
。このとき、還気ダクト６ｂ内の空気が暖められ、給気ダクト６ａ内に流出する。冷却さ
れた熱媒体は、多室用ポンプ２５に吸入される。
【００２０】
　（個別空調ユニット３）
　図３は、本発明の実施の形態１に係る個別空調ユニット３を示す回路図である。図３に
示すように、個別空調ユニット３は、複数の空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃのうち特定空調
室の室温を調整するものであり、個別用熱源装置３ａと、個別用利用装置３ｂとを有して
いる。特定空調室は、例えば最も空調空間が大きい室であり、本実施の形態１では、空調
対象室５ａである。個別空調ユニット３は、空調対象室５ａに設けられており、空調対象
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室５ａの室温を調整する。個別用熱源装置３ａは、個別用圧縮機３０と、個別用流路切替
装置３１と、個別用熱源熱交換器３２と、個別用熱源送風機３２ａと、個別用膨張部３３
と、個別用カスケード熱交換器３４と、個別用ポンプ３５とを有している。個別用利用装
置３ｂは、個別用利用熱交換器３６と、個別用利用送風機３６ａとを有している。
【００２１】
　ここで、個別用圧縮機３０、個別用流路切替装置３１、個別用熱源熱交換器３２、個別
用膨張部３３及び個別用カスケード熱交換器３４が配管で接続されて、冷媒が流れる個別
用冷媒回路３７が構成されている。また、個別用ポンプ３５、個別用カスケード熱交換器
３４及び個別用利用熱交換器３６が配管で接続されて、熱媒体が流れる個別用熱媒体回路
３８が構成されている。熱媒体は、例えば水又はブライン等である。
【００２２】
　個別用圧縮機３０は、低温且つ低圧の状態の冷媒を吸入し、吸入した冷媒を圧縮して高
温且つ高圧の状態の冷媒にして吐出するものである。個別用流路切替装置３１は、冷媒回
路において冷媒が流れる方向を切り替えるものであり、例えば四方弁である。個別用熱源
熱交換器３２は、例えば室外空気と冷媒との間で熱交換するものである。個別用熱源熱交
換器３２は、冷房運転時には凝縮器として作用し、暖房運転時には蒸発器として作用する
。個別用熱源送風機３２ａは、個別用熱源熱交換器３２の近傍に設けられ、個別用熱源熱
交換器３２に室外空気を送る。
【００２３】
　個別用膨張部３３は、冷媒を減圧して膨張する減圧弁又は膨張弁であり、例えば開度が
調整される電子式膨張弁からなる。個別用カスケード熱交換器３４は、冷媒回路に流れる
冷媒と、熱媒体回路に流れる熱媒体とを熱交換するものである。個別用ポンプ３５は、熱
媒体を搬送する。個別用利用熱交換器３６は、室内空気と冷媒との間で熱交換するもので
ある。個別用利用熱交換器３６は、冷房運転時には蒸発器として作用し、暖房運転時には
凝縮器として作用する。個別用利用送風機３６ａは、個別用利用熱交換器３６の近傍に設
けられ、個別用利用熱交換器３６に室内空気を送る。
【００２４】
　（冷房運転）
　次に、個別空調ユニット３の運転モードについて説明する。個別空調ユニット３は、運
転モードとして、冷房運転及び暖房運転を有している。先ず、冷房運転について説明する
。冷房運転において、個別用圧縮機３０に吸入された冷媒は、個別用圧縮機３０によって
圧縮されて高温且つ高圧のガス状態で吐出する。個別用圧縮機３０から吐出された高温且
つ高圧のガス状態の冷媒は、個別用流路切替装置３１を通過して、凝縮器として作用する
個別用熱源熱交換器３２に流入する。冷媒は、個別用熱源熱交換器３２において、個別用
熱源送風機３２ａによって送られる室外空気と熱交換されて凝縮して液化する。凝縮され
た液状態の冷媒は、個別用膨張部３３に流入し、個別用膨張部３３において膨張及び減圧
されて低温且つ低圧の気液二相状態の冷媒となる。そして、気液二相状態の冷媒は、蒸発
器として作用する個別用カスケード熱交換器３４に流入し、個別用カスケード熱交換器３
４において、熱媒体と熱交換されて蒸発してガス化する。蒸発した低温且つ低圧のガス状
態の冷媒は、個別用流路切替装置３１を通過して、個別用圧縮機３０に吸入される。
【００２５】
　また、個別用ポンプ３５に搬送された熱媒体は、個別用カスケード熱交換器３４に流入
し、個別用カスケード熱交換器３４において、冷媒と熱交換されて冷却される。冷却され
た熱媒体は、個別用利用熱交換器３６に流入し、個別用利用熱交換器３６において、個別
用利用送風機３６ａによって送られる室内空気と熱交換されて加熱される。このとき、室
内が冷房される。加熱された熱媒体は、個別用ポンプ３５に吸入される。
【００２６】
　（暖房運転）
　次に、暖房運転について説明する。暖房運転において、個別用圧縮機３０に吸入された
冷媒は、個別用圧縮機３０によって圧縮されて高温且つ高圧のガス状態で吐出する。個別
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用圧縮機３０から吐出された高温且つ高圧のガス状態の冷媒は、個別用流路切替装置３１
を通過して、凝縮器として作用する個別用カスケード熱交換器３４に流入し、個別用カス
ケード熱交換器３４において、熱媒体と熱交換されて凝縮して液化する。凝縮された液状
態の冷媒は、個別用膨張部３３に流入し、個別用膨張部３３において膨張及び減圧されて
低温且つ低圧の気液二相状態の冷媒となる。そして、気液二相状態の冷媒は、蒸発器とし
て作用する個別用熱源熱交換器３２に流入し、個別用熱源熱交換器３２において、個別用
熱源送風機３２ａによって送られる室外空気と熱交換されて蒸発してガス化する。蒸発し
た低温且つ低圧のガス状態の冷媒は、個別用流路切替装置３１を通過して、個別用圧縮機
３０に吸入される。
【００２７】
　また、個別用ポンプ３５に搬送された熱媒体は、個別用カスケード熱交換器３４に流入
し、個別用カスケード熱交換器３４において、冷媒と熱交換されて加熱される。加熱され
た熱媒体は、個別用利用熱交換器３６に流入し、個別用利用熱交換器３６において、個別
用利用送風機３６ａによって送られる室内空気と熱交換されて冷却される。このとき、室
内空気が暖められ、給気ダクト６ａ内に流出する。冷却された熱媒体は、個別用ポンプ３
５に吸入される。
【００２８】
　（温度センサ９ａ、９ｂ、９ｃ）
　温度センサ９ａ、９ｂ、９ｃは、各空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃに設けられており、各
空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの室温を検出する。
【００２９】
　（制御装置１０）
　図４は、本発明の実施の形態１に係る制御装置１０を示すハードウエア構成図である。
図４に示すように、制御装置１０は、空気調和システム１の動作を制御するものであり、
通信部１１と、制御部１２と、記憶部１３とを有している。通信部１１、制御部１２及び
記憶部１３は、内部バスで接続されている。通信部１１は、通信ポートに接続された送受
信回路であり、通信ポートを介して通信の送受信をする。制御部１２は、例えばマイクロ
コンピュータであり、通信部１１が受信したデータを、必要に応じて記憶部１３に格納す
る。また、制御部１２は、記憶部１３に格納されたデータを読み出し、読み出したデータ
を、通信部１１を介して送信対象に送信する。記憶部１３は、各種データを記憶し、例え
ばＲＡＭである。
【００３０】
　制御装置１０は、ユーザからリモコン（図示せず）等によって入力される目標室温の情
報を受信する。夏期の冷房運転について例示すると、目標室温は、例えば２６℃である。
多室空調ユニット２は、各空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃに設けられた温度センサ９ａ、９
ｂ、９ｃが検出する室温が、目標室温となるように２４時間連続で運転している。制御装
置１０は、本実施の形態１のように複数の室温の情報が存在する場合、目標室温から最も
離れた高温の空調対象室５ａの室温が２６℃となるように、多室空調ユニット２の熱交換
量を調整する。
【００３１】
　図５は、本発明の実施の形態１に係る制御装置１０を示す機能ブロック図である。図５
に示すように、制御装置１０の制御部１２は、温度センサ９ａ、９ｂ、９ｃによって検出
された複数の空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの室温のばらつきに基づいて、多室空調ユニッ
ト２の制御対象から特定空調室を除外する。制御部１２は、判定手段４１と、動作制御手
段４２とを有している。判定手段４１は、個別空調ユニット３が停止した状態で、温度セ
ンサ９ａによって検出された特定空調室の室温と、温度センサ９ｂ、９ｃによって検出さ
れたそのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温との温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈを超え
たかを判定する。ここで、特定空調室とは、個別空調ユニット３が設置された空調対象室
５ａである。また、温度差閾値ΔＴｔｈは、例えば１℃である。動作制御手段４２は、判
定手段４１によって温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈを超えたと判定された場合、個別空
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調ユニット３の動作を開始させると共に、そのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温に基づ
いて多室空調ユニット２を動作させる。
【００３２】
　（動作）
　図６は、本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作を示すフローチャート
である。図６に示すように、空気調和システム１において、各温度センサ９ａ、９ｂ、９
ｃは、それぞれの空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの室温を検出している（ステップＳＴ１）
。判定手段４１は、温度センサ９ａによって検出された特定空調室の室温と、温度センサ
９ｂ、９ｃによって検出されたそのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温との温度差ΔＴが
温度差閾値ΔＴｔｈを超えたかを判定する（ステップＳＴ２）。ここで、特定空調室とは
、個別空調ユニット３が設置された空調対象室５ａである。
【００３３】
　温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈ以下の場合（ステップＳＴ２のＮｏ）、ステップＳＴ
２が繰り返される。温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈを超えた場合（ステップＳＴ２のＹ
ｅｓ）、動作制御手段４２は、個別空調ユニット３の動作を開始する（ステップＳＴ３）
。そして、動作制御手段４２は、特定空調室以外のそのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室
温に基づいて多室空調ユニット２を動作させる（ステップＳＴ４）。
【００３４】
　本実施の形態１によれば、複数の空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの室温のばらつきに基づ
いて、多室空調ユニット２の制御対象から特定空調室を除外する。従って、ＣＯＰが低い
多室空調ユニット２の能力を抑えつつ、ＣＯＰが高い個別空調ユニット３の能力を最大限
活かすことができる。よって、多室空調ユニット２と個別空調ユニット３とが、最も空調
効率が良い運転を行うことができる。
【００３５】
　また、特定空調室の室温とそのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温との温度差ΔＴが温
度差閾値ΔＴｔｈを超えた場合、動作制御手段４２は、個別空調ユニット３の動作を開始
させると共に、そのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温に基づいて多室空調ユニット２を
動作させる。このように、多室空調ユニット２は、個別空調ユニット３によって空調され
る特定空調室を、空調対象から外す。従って、ＣＯＰが低い多室空調ユニット２の能力を
抑えることができる。また、個別空調ユニット３は、特定空調室の空調のほとんどを賄う
ため、ＣＯＰが高い個別空調ユニット３の能力を最大限活かすことができる。よって、多
室空調ユニット２と個別空調ユニット３とが、最も空調効率が良い運転を行うことができ
る。
【００３６】
　従来、複数の空調対象室の室温を調整する多室空調ユニットと、特定の特定空調室の室
温を調整する個別空調ユニットとを備える空気調和システムが知られている。夏期の冷房
運転時、ＬＤＫは、一般的に広い空間を有するため、冷え難い。このため、ＬＤＫに冷房
負荷がかかり易い。このように、ＬＤＫに大きな冷房負荷が生じ、制御装置が、空調対象
室（ＬＤＫ）が目標室温である２６℃になるように多室空調ユニットを動作させると、空
調対象室（和室）及び空調対象室（寝室）が過剰に冷房される。これにより、空調対象室
（和室）の室温及び空調対象室（寝室）の室温が目標室温である２６℃よりも低くなり、
居住者の不快感が増すと共に、エネルギー損失が発生する。このため、制御装置は、個別
空調ユニットの運転を開始させる。個別空調ユニットは、空調対象室（ＬＤＫ）の室温が
目標室温である２６℃となるように運転する。しかし、個別空調ユニットが運転を開始す
るまでの間、多室空調ユニットが既に空調対象室（ＬＤＫ）の室温を２６℃に近づけてい
るため、個別空調ユニットは空調能力を抑えて運転する。このため、多室空調ユニットは
、依然として大きな空調能力で運転を続けてしまい、空調対象室（和室）及び空調対象室
（寝室）が過剰に冷房される状態が継続してしまう。
【００３７】
　これに対し、本実施の形態１は、特定空調室の室温とそのほかの空調対象室５ｂ、５ｃ
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の室温との温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈを超えた場合、個別空調ユニット３の動作を
開始させると共に、そのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温に基づいて多室空調ユニット
２を動作させる。制御装置１０は、そのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの中で、目標室温か
ら最も離れた高温の空調対象室の室温が２６℃となるように、多室空調ユニット２の熱交
換量を調整する。このため、そのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの過剰な冷房が解消される
。
【００３８】
　また、多室空調ユニット２は、個別空調ユニット３によって空調される特定空調室を、
空調対象から外すため、特定空調室では、多室空調ユニット２から給気グリル７ａ、７ｂ
、７ｃを経由して供給される冷熱が小さくなる。これにより、空調対象室５ａの室温が上
昇しようとするが、個別空調ユニット３が、冷却能力を補うため、個別空調ユニット３は
大きい空調能力で運転する。概して、多室空調ユニット２は、吹出し側の送風経路及び吸
込み側の送風経路のいずれもが長いため、送風ダクト６の通風抵抗も高い。このため、多
くの送風動力を要し、ＣＯＰが低い。これに対し、個別空調ユニット３は、設置された空
調対象室５ａの空気を吸い込んで、設置された空調対象室５ａ自体に空気を吹き出すため
、通風抵抗が小さい。このため、ＣＯＰが高い。本実施の形態１は、個別空調ユニット３
が大きい空調能力で運転するため、空気調和システム１の全体の消費電力量が減る。また
、空調対象室５ｂ、５ｃが過剰に冷房されないため、各空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの室
温のばらつきが小さくなる。このように、住宅４全体の室温が均一化される。
【００３９】
実施の形態２．
　図７は、本発明の実施の形態２に係る空気調和システム１００を示す模式図である。本
実施の形態２は、空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの給気グリル７ａ、７ｂ、７ｃにシャッタ
１１４が設けられている点で、実施の形態１と相違する。本実施の形態２では、実施の形
態１と共通する部分は同一の符号を付して説明を省略し、実施の形態１との相違点を中心
に説明する。
【００４０】
　図７に示すように、シャッタ１１４は、特定空調室における多室空調ユニット２から供
給された空気が吹き出される給気グリル７ａ、７ｂ、７ｃに設けられ、給気グリル７ａ、
７ｂ、７ｃを通過する空気の量を調整する。シャッタ１１４が開くと、多室空調ユニット
２から供給された空気が、空調対象室５ａに流れ込み、シャッタ１１４が閉じると、多室
空調ユニット２から供給された空気が、空調対象室５ａに流れない。
【００４１】
　図８は、本発明の実施の形態２に係る制御装置１１０を示す機能ブロック図である。図
８に示すように、制御装置１１０の制御部１１２は、開閉手段１４３を更に有している。
開閉手段１４３は、判定手段４１によって温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈを超えたと判
定された場合、シャッタ１１４を閉じる。
【００４２】
　（動作）
　図９は、本発明の実施の形態２に係る空気調和システム１００の動作を示すフローチャ
ートである。図９に示すように、空気調和システム１００において、各温度センサ９ａ、
９ｂ、９ｃは、それぞれの空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの室温を検出している（ステップ
ＳＴ１１）。判定手段４１は、温度センサ９ａによって検出された特定空調室の室温と、
温度センサ９ｂ、９ｃによって検出されたそのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温との温
度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈを超えたかを判定する（ステップＳＴ１２）。ここで、特
定空調室とは、個別空調ユニット３が設置された空調対象室５ａである。
【００４３】
　温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈ以下の場合（ステップＳＴ１２のＮｏ）、ステップＳ
Ｔ１２が繰り返される。温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈを超えた場合（ステップＳＴ２
のＹｅｓ）、開閉手段１４３は、シャッタ１１４を閉じる（ステップＳＴ１３）。また、
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動作制御手段４２は、個別空調ユニット３の動作を開始する（ステップＳＴ１４）。そし
て、動作制御手段４２は、特定空調室以外のそのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温に基
づいて多室空調ユニット２を動作させる（ステップＳＴ１５）。
【００４４】
　本実施の形態２によれば、特定空調室の室温とそのほかの空調対象室５ｂ、５ｃの室温
との温度差ΔＴが温度差閾値ΔＴｔｈを超えた場合、開閉手段１４３は、シャッタ１１４
を閉じる。これにより、空調対象室５ｂ、５ｃのなかで最も広い空調対象室の空調負荷の
全てを、個別空調ユニット３が処理する。このため、多室空調ユニット２が担う空調負荷
を最大限減らすことができる。従って、より省エネルギーの空調運転を行うことができる
。
【００４５】
　上記実施の形態１及び２は、多室空調ユニット２と個別空調ユニット３とが併設された
住宅４において、ＣＯＰが低い多室空調ユニット２よりも、ＣＯＰが高い個別空調ユニッ
ト３に、多くの空調負荷を処理させる。このため、多室空調ユニット２と個別空調ユニッ
ト３とが、最も空調効率が良い運転を行うことができる。また、空調対象室５ｂ、５ｃが
過剰に冷房されないため、各空調対象室５ａ、５ｂ、５ｃの室温のばらつきが小さくなる
。このため、空調負荷のアンバランス性が解消され、住宅４全体の室温が均一化される。
【符号の説明】
【００４６】
　１　空気調和システム、２　多室空調ユニット、２ａ　多室用熱源装置、２ｂ　多室用
利用装置、３　個別空調ユニット、３ａ　個別用熱源装置、３ｂ　個別用利用装置、４　
住宅、５ａ、５ｂ、５ｃ　空調対象室、６　送風ダクト、６ａ　給気ダクト、６ｂ　還気
ダクト、７ａ、７ｂ、７ｃ　給気グリル、８ａ、８ｂ、８ｃ　還気グリル、９ａ、９ｂ、
９ｃ　温度センサ、１０　制御装置、１１　通信部、１２　制御部、１３　記憶部、２０
　多室用圧縮機、２１　多室用流路切替装置、２２　多室用熱源熱交換器、２２ａ　多室
用熱源送風機、２３　多室用膨張部、２４　多室用カスケード熱交換器、２５　多室用ポ
ンプ、２６　多室用利用熱交換器、２６ａ　多室用利用送風機、２７　多室用冷媒回路、
２８　多室用熱媒体回路、３０　個別用圧縮機、３１　個別用流路切替装置、３２　個別
用熱源熱交換器、３２ａ　個別用熱源送風機、３３　個別用膨張部、３４　個別用カスケ
ード熱交換器、３５　個別用ポンプ、３６　個別用利用熱交換器、３６ａ　個別用利用送
風機、３７　個別用冷媒回路、３８　個別用熱媒体回路、４１　判定手段、４２　動作制
御手段、１００　空気調和システム、１１０　制御装置、１１２　制御部、１１４　シャ
ッタ、１４３　開閉手段。
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